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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第42期

第２四半期
連結累計期間

第43期
第２四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 8,981,424 8,850,834 17,707,073

経常利益 (千円) 1,142,890 1,160,023 1,895,305

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 756,412 790,577 1,288,950

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,032,670 718,475 1,427,970

純資産額 (千円) 5,950,890 6,867,088 6,312,765

総資産額 (千円) 9,462,754 10,374,982 10,481,238

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 128.10 132.61 217.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.9 66.2 60.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 933,698 124,072 2,539,054

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △376,777 △422,367 △817,096

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △227,247 △580,930 196,979

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,489,768 3,195,410 4,078,245
 

 

回次
第42期

第２四半期
連結会計期間

第43期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 49.91 114.01
 

(注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、

当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、これに伴って前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る各数値については、当該会

計基準等を遡って適用した後の数値となっております。これら遡及適用後の過年度数値との比較・分析を行っており

ます。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症やグローバルな供給制約等の影響

が懸念されるものの、企業収益や業況感が全体として改善を続けているもとで、景気は基調としては持ち直してい

ます。

情報サービス産業におきましては、顧客のデジタル変革（DX）に対する投資意欲は底堅く、製造業の情報化投資

は引き続き堅調に推移するものと見込まれておりますが、景気の下振れリスクが散見されるもとで顧客の情報化投

資意欲の後退懸念は払拭し切れない状況にあります。

当社グループは、今年度から６ヵ年の経営計画「経営Vision 2026」のもと、主要顧客である製造業のビジネス環

境の変化に、当社グループの強みを活かした製品・サービスで支援すべく、製造業のDX推進やグローバル展開等の

経営課題解決に取り組んでおります。

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高および売上高につきましては、プロダクト事業は増加

したもののソリューション事業が減少したことにより、前第２四半期に比し減少いたしました。受注高8,450百万円

（前年同四半期比7.9％減）、売上高8,850百万円（前年同四半期比1.5％減）となりました。利益面につきまして

は、ソリューション事業において不採算案件が発生したものの、プロダクト事業のライセンス販売が大幅に伸長し

たことに加え、システムサポート事業の採算性が向上したことなどから、営業利益1,154百万円（前年同四半期比

1.5％増）、経常利益1,160百万円（前年同四半期比1.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益790百万円（前

年同四半期比4.5％増）となり、各々４期連続で過去最高益を更新いたしました。

セグメント別の業績は次のとおりです。

①　ソリューション事業

他社開発ERPパッケージ製品をベースとしたコンサルティング、システム構築等を主に行う事業です。顧客の課

題解決に貢献する複合型ソリューションの提供を推進し、顧客ニーズを踏まえた積極的な提案活動に努めまし

た。受注高および売上高につきましては、前年同四半期の大型案件の反動減などにより減少いたしました。セグ

メント利益につきましては、不採算案件が発生したことにより減少いたしました。当セグメントの受注高は5,262

百万円（前年同四半期比22.0％減）、売上高は5,655百万円（前年同四半期比8.9％減）、セグメント利益は533百

万円（前年同四半期比50.6％減）となりました。

②　プロダクト事業

自社開発ERPパッケージ「mcframe」シリーズ製品をビジネスパートナーを通じて販売するとともに、同製品を

ベースとしたコンサルティング、システム構築等を行う事業です。引き続き、顧客・ビジネスパートナーとの関

係強化を図りライセンス販売に注力するとともに、継続的なブランド力の強化に取り組みました。当セグメント

の受注高は3,018百万円（前年同四半期比32.5％増）、売上高は3,016百万円（前年同四半期比16.4％増）、セグ

メント利益は1,114百万円（前年同四半期比59.1％増）となりました。長期的にビジネスパートナーの拡大と関係

強化に取り組んできたもとで、堅調なソフトウェア投資動向を背景にライセンス販売は大幅に伸長し、当第２四

半期のmcframeライセンス売上高は1,879百万円（前年同四半期比31.4％増）となり、過去最高を更新いたしまし

た。
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③　システムサポート事業

顧客に導入したシステムの運用・保守を主に、これらを通じた提案・追加開発等を行う事業であり、子会社の

ビジネスシステムサービス株式会社が展開しています。引き続き、顧客システムのライフサイクルサポートの充

実に努めました。当セグメントの受注高は168百万円（前年同四半期比10.5％増）、売上高は178百万円（前年同

四半期比2.2％減）、セグメント利益は186百万円（前年同四半期比44.7％増）となりました。

 
(2) 財政状態の状況

①　資産の部

流動資産につきましては、現金及び預金の減少、受取手形、売掛金及び契約資産の増加等により、前連結会計

年度末と比較して84百万円減少し、7,691百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間末の総資産に占

める流動資産の比率は74.1％であります。

また、固定資産につきましては、投資有価証券の時価評価による投資その他の資産の減少、無形固定資産の取

得が無形固定資産の減価償却額を上回ったこと等により、前連結会計年度末と比較して22百万円減少し、2,683百

万円となりました。

これらの結果、資産の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比較して106百万円減少

し、10,374百万円となりました。

②　負債の部

負債の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、短期借入金の減少、支払手形及び買掛金の減少等により、前

連結会計年度末と比較して660百万円減少し、3,507百万円となりました。

③　純資産の部

純資産の部の当第２四半期連結会計期間末残高は、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことによる

増加、剰余金の配当による減少、従業員持株会信託による自己株式の処分による増加等により、前連結会計年度

末と比較して554百万円増加し、6,867百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して6.0ポイント増加し

66.2％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して882百万円減少し、

3,195百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益1,160百万円を計上し、減価償却費339百万

円、前受金の増加158百万円等が、売上債権の増加837百万円、仕入債務の減少371百万円、法人税等の支払額367

百万円等を上回ったことにより、全体として124百万円の収入（前年同四半期809百万円収入減）となりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得及び無形固定資産の取得（自社開発ERPパッケージ

「mcframe」の開発投資等）による支出等により、全体として422百万円の支出（前年同四半期45百万円支出増）

となりました。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額の減少、配当金の支払による支出等により、全

体として580百万円の支出（前年同四半期353百万円支出増）となりました。
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(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　追加情報」に記載のとおりであります。

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社が定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更等はありませ

ん。

 

(6) 対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 
(7) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は45百万円であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,000,000 6,000,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 6,000,000 6,000,000  ―  ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年９月30日 ― 6,000,000 ― 697,600 ― 426,200
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(5) 【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社図研
神奈川県横浜市都筑区荏田東２丁目25番
１号

1,181,100 19.68

三谷産業株式会社 石川県金沢市玉川町１番５号 744,000 12.40

ウイングアーク１ｓｔ株式会社 東京都港区六本木３丁目２番１号 480,000 8.00

株式会社インテック 富山県富山市牛島新町５番５号 360,000 6.00

キヤノンＩＴソリューションズ
株式会社

東京都港区港南２丁目16番６号 360,000 6.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 225,400 3.75

株式会社テクノスジャパン 東京都新宿区西新宿３丁目20番２号 180,000 3.00

B-EN-G社員持株会 東京都千代田区大手町１丁目８番１号 137,200 2.28

スタンダ－ドチヤ－タ－ドホン
コン　リヒテンシユタイン　ラ
ンデスバンク　ア－ゲ－
（常任代理人　株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

STAEDTLE 44, 9490 VADUZ,
LIECHTENSTEIN
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号）

60,000 1.00

株式会社アバント 東京都港区港南２丁目15番２号 54,000 0.90

株式会社テラスカイ 東京都中央区日本橋２丁目11番２号 54,000 0.90

キッセイコムテック株式会社 長野県松本市和田4010番10 54,000 0.90

計 － 3,889,700 64.82
 

 
(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式  

―
5,997,600 59,976

単元未満株式
 普通株式

― ―
2,400

発行済株式総数
6,000,000

― ―

総株主の議決権 ―
59,976

―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員持株会信託が所有する当社株式15,500株（議

決権155個）が含まれております。

２　単元未満株式の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。
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②【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,078,245 3,195,410

  受取手形、売掛金及び契約資産 3,171,851 4,009,456

  仕掛品 67,903 11,194

  その他 457,808 475,680

  流動資産合計 7,775,808 7,691,741

 固定資産   

  有形固定資産 158,170 155,730

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,296,673 1,345,780

   その他 2,104 1,504

   無形固定資産合計 1,298,778 1,347,284

  投資その他の資産   

   その他 1,253,981 1,185,727

   貸倒引当金 △5,499 △5,499

   投資その他の資産合計 1,248,481 1,180,227

  固定資産合計 2,705,430 2,683,241

 資産合計 10,481,238 10,374,982

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 661,376 376,183

  短期借入金 300,000 ―

  1年内返済予定の長期借入金 ― 53,974

  未払法人税等 401,760 407,251

  前受金 958,688 1,117,476

  賞与引当金 594,114 581,306

  役員賞与引当金 35,000 ―

  品質保証引当金 16,584 16,479

  受注損失引当金 13,329 91,253

  その他 1,016,840 863,968

  流動負債合計 3,997,693 3,507,893

 固定負債   

  長期借入金 170,779 ―

  固定負債合計 170,779 ―

 負債合計 4,168,472 3,507,893

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 697,600 697,600

  資本剰余金 565,273 565,273

  利益剰余金 5,105,777 5,608,356

  自己株式 △170,854 △47,009

  株主資本合計 6,197,795 6,824,220

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 119,572 51,080

  為替換算調整勘定 △4,602 △8,211

  その他の包括利益累計額合計 114,969 42,868

 純資産合計 6,312,765 6,867,088

負債純資産合計 10,481,238 10,374,982
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 8,981,424 8,850,834

売上原価 6,128,131 5,948,238

売上総利益 2,853,293 2,902,596

販売費及び一般管理費 ※  1,716,120 ※  1,748,078

営業利益 1,137,172 1,154,517

営業外収益   

 受取配当金 6,361 7,022

 為替差益 ― 533

 助成金収入 1,963 1,828

 その他 739 970

 営業外収益合計 9,065 10,354

営業外費用   

 支払利息 1,587 2,074

 為替差損 1,354 ―

 支払手数料 ― 2,757

 その他 405 17

 営業外費用合計 3,347 4,849

経常利益 1,142,890 1,160,023

税金等調整前四半期純利益 1,142,890 1,160,023

法人税等 386,478 369,445

四半期純利益 756,412 790,577

親会社株主に帰属する四半期純利益 756,412 790,577
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 756,412 790,577

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 275,739 △68,492

 為替換算調整勘定 518 △3,609

 その他の包括利益合計 276,258 △72,101

四半期包括利益 1,032,670 718,475

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,032,670 718,475

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,142,890 1,160,023

 減価償却費 352,523 339,721

 賞与引当金の増減額（△は減少） △98,327 △12,808

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35,000 △35,000

 品質保証引当金の増減額（△は減少） 12,492 △104

 受注損失引当金の増減額（△は減少） ― 77,924

 受取利息及び受取配当金 △6,582 △7,195

 支払利息 1,587 2,074

 為替差損益（△は益） 1,354 △533

 売上債権の増減額（△は増加） △257,878 △837,605

 棚卸資産の増減額（△は増加） 2,567 56,708

 前渡金の増減額（△は増加） 623 △14,473

 仕入債務の増減額（△は減少） △112,761 △371,727

 前受金の増減額（△は減少） 343,586 158,788

 その他 △79,393 △29,585

 小計 1,267,683 486,206

 利息及び配当金の受取額 5,812 7,196

 利息の支払額 △683 △2,002

 法人税等の支払額 △339,114 △367,329

 営業活動によるキャッシュ・フロー 933,698 124,072

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △10,157 △55,485

 無形固定資産の取得による支出 △364,044 △367,269

 その他 △2,575 387

 投資活動によるキャッシュ・フロー △376,777 △422,367

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △300,000

 長期借入金の返済による支出 △7,910 △116,804

 自己株式の取得による支出 △317 ―

 自己株式の処分による収入 34,511 123,845

 配当金の支払額 △153,531 △287,970

 財務活動によるキャッシュ・フロー △227,247 △580,930

現金及び現金同等物に係る換算差額 518 △3,609

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 330,191 △882,835

現金及び現金同等物の期首残高 2,159,577 4,078,245

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,489,768 ※  3,195,410
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【注記事項】

(会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

従来、受注案件については進捗部分について成果の確実性が認められる案件には、工事進行基準によって、そ

れ以外の案件は工事完成基準によって収益を認識しておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定

の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間

にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日

までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。また、履行義

務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合

は、原価回収基準にて収益を認識する方法に変更しております。

また、従来は一部の保守サービスについて、顧客との保守契約取引開始時に一時点で収益を認識しておりまし

たが、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

当該会計方針の変更は、原則として遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四

半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。ただし、収益認識会計基準第85項(1)(2)(4)に定める以下

の方法を適用しております。

(1) 前連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約につ

いて、比較情報を遡及的に修正しないこと

(2) 当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に含

まれる変動対価の額について、変動対価の額に関する不確実性が解消された時の金額を用いて比較情報を遡及的

に修正すること

(4) 前連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条

件に基づき、会計処理を行い、比較情報を遡及的に修正すること

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期連結累計期間の売上高は1,617千円減少し、売上原価は

110,626千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ112,243千円減少しておりま

す。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は

4,604千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示す

ることとしました。なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28

－15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解

した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(追加情報)

（従業員持株会信託型ESOP）

当社は、2021年３月より、中長期的な企業価値の向上と福利厚生の拡充を目的としたインセンティブ・プラン

「従業員持株会信託型ESOP」を再導入しております。

　１．取引の概要

従業員持株会信託は、信託の設定後、約２年７か月間にわたり「B-EN-G社員持株会」（以下、「持株会」とい

う。）が取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を自己株式の処分（第三者割当）により一括取得し、持株

会が定期的に行う当社株式の取得に際して、当社株式を持株会に売却いたします。

 
　２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度170,779千円及び56,400株、当

第２四半期連結会計期間46,934千円及び15,500株であります。

 
　３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度 170,779千円、当第２四半期連結会計期間末 53,974千円

 
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の

見積りについて変更はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

従業員給料手当 789,588千円 795,806千円

賞与引当金繰入額 189,132千円 190,352千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 2,489,768千円 3,195,410千円

現金及び現金同等物 2,489,768千円 3,195,410千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月19日
定時株主総会

普通株式 153,798 26 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金520千円が含まれております。

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月５日
取締役会

普通株式 130,134 22 2020年９月30日 2020年12月２日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金24千円が含まれております。

 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 287,997 48 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金2,707千円が含まれております。

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日
取締役会

普通株式 209,998 35 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金
 

　　(注) 配当金の総額には従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金542千円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

  外部顧客への売上高 6,207,078 2,591,534 182,811 8,981,424 ― 8,981,424

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

11,717 6,301 971,174 989,194 △989,194 ―

計 6,218,795 2,597,836 1,153,986 9,970,618 △989,194 8,981,424

セグメント利益 1,081,445 700,944 129,159 1,911,548 △774,376 1,137,172
 

(注) １ セグメント利益の調整額△774,376千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等

であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)２

ソリュー
ション

プロダクト
システム
サポート

計

売上高       

  外部顧客への売上高 5,655,198 3,016,796 178,839 8,850,834 ― 8,850,834

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

36,731 5,211 947,326 989,269 △989,269 ―

計 5,691,930 3,022,008 1,126,166 9,840,104 △989,269 8,850,834

セグメント利益 533,891 1,114,938 186,866 1,835,697 △681,179 1,154,517
 

(注) １ セグメント利益の調整額△681,179千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等

であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
　２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作成し

たものを記載しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

    （単位：千円）

 

報告セグメント

ソリューション プロダクト
システム
サポート

計

mcframeライセンス 36,046 1,843,155 ― 1,879,201

システムインテグレーション
及びその他サービス

5,619,152 1,173,641 178,839 6,971,633

顧客との契約から生じる収益 5,655,198 3,016,796 178,839 8,850,834

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 5,655,198 3,016,796 178,839 8,850,834
 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益  128円10銭 132円61銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 756,412 790,577

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属
する四半期純利益

(千円) 756,412 790,577

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,904,655 5,961,889
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　２　株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託に残存する自社の株式は、

１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期

連結累計期間は10,612株、当第２四半期連結累計期間は38,068株であります。

　

 
２ 【その他】

第43期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月12日開催の取締役会において、

2021年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　    209,998千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　 　　　  35円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2021年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月12日

ビジネスエンジニアリング株式会社

取 締 役 会  御 中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 堀   越   喜   臣  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 小　　川　　伊 智 郎  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビジネスエンジ

ニアリング株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月

１日から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の2021年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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